
山口市緊急通報システム事業運営要綱 

（目 的） 

第１条 この要綱は、ひとり暮らし高齢者及び重度身体障者等に対し、緊急通報シス

テム（以下「システム」という。）を貸与し、急病や災害等の緊急時に迅速かつ適

正な対応を図るとともに、安否確認及び各種相談等を行い、その福祉の増進に資す

ることを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 この事業の実施主体は、山口市とし、その業務は適切な事業運営が確保でき

ると認められる事業者等（以下「運営主体」という。）に委託して行うものとする。 

（定 義） 

第３条 この要綱による山口市緊急通報システム事業（以下「本事業」という。）の「シ

ステム」とは、緊急通報用電話装置、ペンダント型緊急発進装置及び無線受信機を

いう。 

（利用対象者） 

第４条 本事業のシステム利用対象者（以下「対象者」という。）は、市内に居住し、

次に掲げる者とする。 

（１）慢性疾患等により日常生活上、注意を要する６５歳以上の高齢者で、次の要件

のいずれかに該当する者 

 イ ひとり暮らしの者 

 ロ 同居する者全員が、次のいずれかに該当する者 

  ⅰ） 知的な遅れ、精神症状又は認知症状等により、緊急時の通報が困難であると

認められる場合 

  ⅱ） 就業等により日中または夜間において不在で、緊急時の通報が困難であると

認められる場合 

（２）ひとり暮らしの重度身体障害者等 

（３）その他市長が特に必要と認めた者 

（事業内容） 

第５条 本事業は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）現にシステムを利用する者（以下「システム利用者」という。）宅へのシステム

の設置及び撤去に関すること 

（２）システムの設置にともなうシステム利用者の状況調査及び関係機関への情報提

供に関すること 

（３）緊急通報及び相談通報の受報に関すること 

（４）消防署及び協力員等に対する通報に関すること 

（５）システム利用者に対しての定期連絡に関すること 

（６）システム運用状況等の報告に関すること 

（７）前項に掲げるもののほか、この事業の目的を達成するため必要な事業を実施す

ること 

（利用申請） 



第６条 第４条に定める対象者でシステムの利用を希望する者又はその親族等（以下

「申請者」という。）は、山口市緊急通報システム利用申請書を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 前条に定める本事業の利用申請の手続きは、山口市の各地域包括支援センター（介

護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、各圏域に設置され

たものをいう。以下「包括支援センター」という。）の職員等において代行するこ

とができる。 

（利用決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、必要に応じて山口市基幹型地域包括支

援センター（介護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、山

口市が設置した統括機能をもつものをいう。）に設置される包括ケア会議（以下「包

括ケア会議」という。）を活用し、当該対象者について速やかにその利用の必要性

について検討し、システムの利用の可否を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により利用の可否を決定したときは、別に定める通知書によ

り当該申請者に通知するものとする。 

（貸与契約） 

第８条 前項でシステムの利用決定を受けた申請者（以下「利用決定者」という。）は、

システムの貸与について市長と使用貸借契約を締結するものとする。 

（費用負担） 

第９条 システム利用者は、本事業の利用に際し、別表１に掲げる費用負担額を負担

するものとする。 

２ 運営主体の長は、前項に規定する負担額を利用者から徴収するものとする。 

３ 毎年７月１日を基準日として費用改定を行い、別表１に掲げる階層に変更があっ

たシステム利用者については、山口市緊急通報システム利用負担額変更決定通知書

により当該利用決定者に通知するものとする。 

４ システムの移転費は、システム利用の取り消しによる場合は、市が負担するもの

とし、その他の理由により移転する場合の費用は、利用決定者の負担とする。 

５ システムを破損又は減失させた場合の修理費等にかかる費用は、利用決定者の負

担とする。 

（利用期間） 

第１０条 システムの利用期間は、当該システム利用者が在宅援護を必要としなくな

るまでとする。ただし、第８条に定める使用貸借契約に違反したときは、この限り

でない。 

２ 当該システム利用者が入院等した場合、在宅生活への復帰が原則として３箇月以

内であると見込まれるときに限り、入院等した日から３箇月間はシステム利用の取

り消しは行わないものとする。 

（協力員の確保） 

第１１条 利用決定者は、緊急時に迅速に必要な措置をとることが可能な協力員２名

を原則として確保するものとする。 



 

（届け出） 

第１２条 利用決定者は、登録事項に変更があった場合は、速やかに市長に届け出な

ければならない。 

（利用の取り消し） 

第１３条 市長は、システム利用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、システ

ム利用の取り消しができるものとする。 

（１）第４条に該当しなくなったとき 

（２）その他市長が不適切と認めたとき 

２ 前項の規定によりシステムの利用を取り消す場合は、山口市緊急通報システム利

用取消通知書により該当利用決定者に通知するものとする。 

（関係機関との連携） 

第１４条 運営主体は、本事業を円滑に推進するため、常に民生委員、包括支援セン

ター及び消防署等の関係機関との連絡を密にし、システム利用者の緊急時等におけ

る対応に配慮しなければならない。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この要綱の施行日前に、山口市緊急通報システム事業運営要綱（山口市制定）、小

郡町緊急通報装置運用要綱（小郡町制定）、緊急体制等整備事業実施要綱（秋穂町

制定）、阿知須町緊急通報体制等整備事業実施要綱（阿知須町制定）、又は徳地町緊

急通報システム運営事業実施要綱（徳地町制定）の規定によりなされた決定その他

の行為については、この要綱の相当規定により既になされたものとみなす。 

   附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年１月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ 編入前の阿東町の区域に住所を有する者に対する手続きその他行為については、

平成２２年度４月から適用し、平成２１年度の手続きその他行為については、編入

前の阿東町在宅福祉事業実施要綱の例による。 



 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表１ 

         システムの利用に要する費用負担 

階層 介護保険料区分（市民税課税状況） 負担額（月額） 

Ａ 第１段階～第３段階（市民税非課税世帯） ０円 

Ｂ 第４段階以上（市民税課税世帯） ４００円 

※上記における階層は、毎年７月１日を基準日として改定を行うものとする。 

 

 


